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国立大学法人・大学共同利用機関法人の平成18年度に係る

業務の実績に関する評価結果の概要

Ⅰ 評価方法、評価の審議経過等

（１）評価制度

、 （ 、国立大学法人法に基づき 国立大学法人及び大学共同利用機関法人 以下

「法人」という ）の各事業年度における業務の実績について 「国立大学。 、

法人及び大学共同利用機関法人の各年度終了時の評価に係る実施要領（平成

16年10月国立大学法人評価委員会決定、平成19年１月一部改正 」に従い、）

国立大学法人評価委員会が評価を行う。

業務運営・財務内容等の経営面を中心に、当該事業年度における中期計画

の実施状況を調査・分析し、業務の実績全体について総合的に評価を行う。

なお、教育研究の状況については、その特性に配慮し、中期目標期間の業

務実績評価において、国立大学法人評価委員会が、独立行政法人大学評価・

学位授与機構に対し評価の実施を要請し、当該評価の結果を尊重して行うこ

ととしている。

（２）評価方法

各法人から提出された実績報告書等を調査・分析するとともに、学長・機

構長等からのヒアリング、財務諸表や役職員の給与水準等の分析も踏まえな

がら評価を実施した。

① 全体評価

・ 当該事業年度における中期計画の進捗状況全体について、記述式によ

り総合的な評価を行う。

② 項目別評価

・ 「業務運営の改善及び効率化 「財務内容の改善 「自己点検・評」、 」、

価及び情報提供 「その他業務運営に関する重要事項（施設設備の整」、

備・活用、安全管理等 」の４項目については、以下の５種類により進）

捗状況を示す。なお、これらの水準は、基本的には、各法人を通じた最

少限の共通の観点を踏まえつつも、各法人の設定した中期計画に対応し

て示されるものであり、各法人間の相対比較をする趣旨ではないことに

留意する必要がある。
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「中期目標・中期計画の達成に向けて特筆すべき進捗状況にある」

「中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる」

「中期目標・中期計画の達成に向けておおむね順調に進んでいる」

「中期目標・中期計画の達成のためにはやや遅れている」

「中期目標・中期計画の達成のためには重大な改善事項がある」

・ 「教育研究等の質の向上」については、事業の外形的・客観的な進捗

状況を確認し、特筆すべき点や遅れている点についてコメントを付す。

（３）評価体制

国立大学法人評価委員会（委員長：野依良治 独立行政法人理化学研究所

理事長）の国立大学法人分科会、大学共同利用機関法人分科会の下に評価チ

ームを設置して、調査・分析を行った。

評価チームとしては、近隣地区の大学を担当する基本チーム、全国共同利

用機能を有する附置研究所・研究施設の専門評価チームに加え、新たに附属

病院の専門評価チームを設置した。

（４）審議経過

・６月30日まで 各法人から実績報告書、財務諸表等の提出

・７月17日～８月10日 各評価チーム会議において実績報告書等の調査・分析

（ ）・７月24日～８月８日 各法人から業務の実績について 国立大学法人ヒアリング

（大学共同利用機関法人）８月23日 〃

・８月27日～９月３日 各評価チーム会議において評価結果（骨子案）の検討

・９月７日 国立大学法人分科会及び大学共同利用機関法人分科会

において評価結果（素案）の審議

・10月５日 国立大学法人評価委員会総会において評価結果（案）

の審議・決定
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Ⅱ 評価結果の概要

１ 全体の状況

○ 中期目標期間の３年目となる平成18年度においては、いずれの法人において

も、法人化を契機として導入された新たな運営・経営体制が学内で定着すると

ともに、各法人が置かれた環境に対応して、更なる工夫・改善を図りつつ、学

長・機構長のリーダーシップの下、中期目標の達成に向けて戦略的な大学運営

を進めている。このことは、法人化によるメリットを活かした様々な取組の成

、 。 、果として具体的に現れつつあり 翌年度以降の更なる進展が期待される また

平成17年度の評価結果において課題として指摘した事項のうち、多くの事項に

ついて改善が図られており、各法人において、評価結果を活用した改善システ

ムが有効に機能しつつある。

○ 業務運営・財務内容等の状況については 業務運営の改善及び効率化 財、「 」、「

務内容の改善 「自己点検・評価及び情報提供 「その他業務運営に関する」、 」、

重要事項（施設設備の整備・活用、安全管理等 」の４項目について、中期目）

標・中期計画の達成に向けた業務の進捗状況等について評価を行った。

その結果 「業務運営の改善及び効率化」については、平成17年度において、

は一部の法人において進捗状況に遅れが見られた、新たな人事考課制度、個人

評価システムの導入に向けた取組等も含め、ほぼ順調な進捗状況にあり、特筆

すべき進捗状況にある法人も見られた。

また 「財務内容の改善」については、平成16･17年度に引き続き、多くの、

法人でその特色を活かしつつ、外部資金の獲得や経費節減に様々な工夫や努力

を行った結果、具体的な成果が得られており、順調に進捗しているものと判断

される。

「自己点検・評価及び情報提供」及び「その他業務運営（施設設備の整備・

活用、安全管理等 」については、引き続き、ほとんどの法人において順調に）

進捗しており、外部評価等に積極的に取り組み、特筆すべき進捗状況にある法

人も見られた。なお、平成17年度評価結果において、危機管理に関する取組に

課題があると指摘された法人についても、それぞれの法人の置かれた環境に応

じて、改善に向けた取組を進めている。

○ 一方で、年度計画の実施や学生収容定員の充足、経営協議会の運営、危機管

理等への対応について、取組が不十分な法人も見られ、今後適切な改善が求め

られる。
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○ なお、平成17年度は、中期計画に対応する年度計画の数が著しく少ない法人

や、中期計画に対応する具体的な年度計画が設定されていない法人が見られた

が、平成18年度においても、このような状況の法人が見られる。各法人が中期

計画を着実に実施していくためにも、引き続き中期計画に対応した適切な年度

計画を積極的に設定していくことが求められる。

○ 教育研究等の質の向上の状況については、平成16・17年度に引き続き、多く

の大学において、法人化による環境の変化を積極的に活かし、教育改革を重点

に置き、教育機能の強化を図っているほか、競争的環境を醸成しつつ、重点的

な資源配分による若手人材の育成や、法人の特色に応じた研究活動の活性化に

。 、 。取り組んでいる また 産業界や地域社会等に貢献するための取組も見られる

○ 全国共同利用の附置研究所及び研究施設は、平成18年度に新たに２研究施設

（東京大学空間情報科学研究センター及び大阪大学レーザーエネルギー学研究

センター）が加わり、18法人46研究所・施設となった。それぞれの研究所・施

設において、ユーザーや研究者コミュニティ等の意見を取り入れる体制を整備

するとともに、大型研究設備や資料・データの提供、共同研究・研究会の実施

等を通じ、大学の枠を越えた共同利用・共同研究を実施しており、引き続き我

が国全体の学術研究の発展に向け、全国共同利用の一層の推進が期待される。

○ 附属病院においては、教育研修の充実や高度先端医療開発の推進、医療提供

体制の整備、経営分析に基づく経営戦略の策定・実施等、病院長のリーダーシ

ップの下、運営の改善・充実に向けた取組が着実に進展しており、特に平成18

年度は、診療報酬のマイナス改定という厳しい状況の中、地域医療やがん診療

、 。 、 、等 社会的な課題に対する積極的な対応が見受けられる 今後 各々の病院が

地域との連携強化を図ること等により、その果たすべき役割を一層明確にし、

特色ある病院運営の円滑な推進を図ることが期待される。

○ 大学共同利用機関法人については、法人が設置する各大学共同利用機関が、

全国の国公私立大学の研究者等への共同利用・共同研究の場の提供を通じ、当

該分野の中核拠点として学術研究を推進している。また、複数の大学共同利用

機関が統合したメリットを活かし、従来の学問分野や組織の枠組みを越えて行

ってきた新たな取組について、法人による中間評価の実施等により、更なる推

進を図っており注目される。
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２ 項目別評価の概況（業務運営・財務内容等）

（１）業務運営の改善及び効率化

この項目については、①運営体制の改善、②教育研究組織の見直し、③人事

の適正化、④事務等の効率化・合理化等、業務運営の改善及び効率化に関する

各法人の中期目標・中期計画の達成に向けた業務の進捗状況について、総合的

に評価を実施した。

○ 学長・機構長のリーダーシップを発揮するための体制整備については、各法

人とも円滑な全学レベルの意思形成に留意しつつ、機動的、戦略的な法人運営

を可能とする工夫・改善が行われ、学長・機構長のリーダーシップによる意思

決定や企画立案・業務執行の仕組みが定着してきており、今後は、中期計画の

着実な実施のため、これらを効果的に機能させることが課題となる。

○ 学長等の裁量による経費・人員等の配分については、いずれの法人において

も、戦略的・重点的な配分が行われており、その成果の検証を行い効果的・効

率的な配分を行う例も見られる。

、 、○ 経営協議会や監事監査については 法人化後初めて導入された制度でもあり

平成17年度の評価結果において、運営面での課題が指摘されているが、多くの

法人において、これらをおおむね解消している。今後は学外者の大学運営への

参画について実効性を高めるよう、各法人の工夫が求められる。また、多くの

法人において、法人としての自己規律、自己責任の確立を図るため、独立した

内部監査組織が整備されているが、今後はその適切な運用による監査機能の充

実が求められる。

○ 新たな人事考課制度、個人評価システムの導入については、多くの法人が初

期の検討段階を終え、教職員の新たな個人評価の実施とその結果の処遇への反

映に向けて動きつつある。今後、教職員のインセンティブを高め、教育研究活

、 。動の活性化に結びつけていくよう 制度の適切な導入とその運用が求められる

○ 大学院博士課程等の学生収容定員の充足率が85％を満たさない大学がなお８

大学あり、速やかにその改善に努めるよう引き続き法人に注意を促す必要があ

る。
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【評定の結果】 平成18年度 （平成17年度）

（全91法人 中） （全95法人 中）
※

「特筆すべき進捗状況にある」 4法人（ 4％ （11法人（12％ ）） ）

「順調に進んでいる」 66法人（73％ （54法人（57％ ）） ）

「おおむね順調に進んでいる」 18法人（20％ （22法人（23％ ）） ）

「やや遅れている」 3法人（ 3％ （ 8法人（ 8％ ）） ）

「重大な改善事項がある」 0法人（ 0％ （ 0法人（ 0％ ）） ）

（ 、 、※旧富山３法人 旧富山大学 旧富山医科薬科大学

） 。旧高岡短期大学 及び旧筑波技術短期大学を含む

以下同じ。

（２）財務内容の改善

この項目については、①外部資金の導入その他自己収入の増加、②経費の抑

制、③資産の運用管理の改善等、財務内容の改善に関する各法人の中期目標・

中期計画の達成に向けた業務の進捗状況について、総合的に評価を実施した。

○ 財務内容の改善・充実については、多くの法人において科学研究費補助金の

採択、共同研究や受託研究の実施等による外部資金の獲得に向け、法人内で教

員のインセンティブを高める方策を講じるなど意欲的な取組を進め、一定の成

果を上げている。また、余裕金の運用に積極的に取り組み、成果を上げている

法人も見られた。

また、経費の節減についても、各法人とも引き続き各種の方策を講じ、積極

的に取り組んでいる。なお、これらの取組の成果が、外部資金比率の向上や一

般管理費比率の低下等の財務指標に現れている例も見られる。

一方、年度計画に具体的な達成目標を設定し、積極的に外部資金の獲得や経

費の節減に努力したものの、実現できなかった法人もあり、翌年度以降も努力

を継続し、成果が現れることが期待される。

この他、財務指標の経年比較や他大学との比較等による財務分析を行い、大

学運営の改善に活用している法人も見られた。

○ 人件費管理については 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の、

推進に関する法律 （平成十八年六月二日法律第四十七号）を踏まえ、各法人」

の中期計画において人件費削減の目標値が設定されており、すべての法人がそ

の達成に向けて、着実に人件費の削減を行っている。今後とも、中期目標・中

期計画の達成に向け、教育研究の質の確保に配慮しつつ、適切に人件費削減の

取組を行うことが求められる。
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【評定の結果】 平成18年度 （平成17年度）

（全91法人中） （全95法人中）

「特筆すべき進捗状況にある」 0法人（ 0％ （ 0法人（ 0％ ）） ）

「順調に進んでいる」 81法人（89％ （82法人（86％ ）） ）

「おおむね順調に進んでいる」 7法人（ 8％ （11法人（12％ ）） ）

「やや遅れている」 3法人（ 3％ （ 2法人（ 2％ ）） ）

「重大な改善事項がある」 0法人（ 0％ （ 0法人（ 0％ ）） ）

（３）自己点検・評価及び情報提供

この項目については、①評価の充実、②情報公開の推進等に関する各法人の

中期目標・中期計画の達成に向けた業務の進捗状況について、総合的に評価を

実施した。

○ 自己点検・評価については、法人全体としての評価の実施に向けた体制の整

、 「 」備等がほぼすべての法人で行われており 各法人において 企画－実行－評価

の改革サイクルが確立しつつある。平成18年度は、認証評価を受審し、教育研

究活動の改善・向上に積極的に取り組んだ法人があったほか、認証評価、法人

評価、教員個人評価等に活用するためのデータベースの構築・運用を開始した

り、評価室等の評価担当組織を設置するなど、評価の本格実施に備え、評価体

。 、 、制の構築を進める法人が多く見られた また 平成17年度の評価結果を踏まえ

多くの法人が運営改善に取り組んでいる。

、 、 、○ 広報については 学長がマスコミ 地域の企業等と定期的な懇談を行ったり

、 、ウェブサイトの内容充実を図ったほか テレビ番組の放送や新聞広告の掲載等

多様なメディアを活用し、法人の活動状況や存在意義を広く社会に示す取組が

着実に進展している。

【評定の結果】 平成18年度 （平成17年度）

（全91法人中） （全95法人中）

「特筆すべき進捗状況にある」 7法人（ 8％ （ 5法人（ 5％ ）） ）

「順調に進んでいる」 80法人（88％ （79法人（83％ ）） ）

「おおむね順調に進んでいる」 3法人（ 3％ （ 8法人（ 8％ ）） ）

「やや遅れている」 1法人（ 1％ （ 3法人（ 3％ ）） ）

「重大な改善事項がある」 0法人（ 0％ （ 0法人（ 0％ ）） ）
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（４）その他業務運営に関する重要事項

この項目については、①施設設備の整備・活用、②安全管理等、その他業務

運営に関する重要事項に関する各法人の中期目標・中期計画の達成に向けた業

務の進捗状況について、総合的に評価を実施した。

○ 施設設備に関しては、計画的な整備や維持管理等を実施するためのマネジメ

ント体制がすべての法人で確立しており、共有スペースの確保等を通じた既存

施設設備の有効活用や、寄附や地方公共団体等との連携による整備、民間借入

、 。による整備等 多様な整備手法による施設設備の充実等の取組が進展している

○ 環境保全対策については、すべての法人が経費の節減に向けた取組と相俟っ

て省エネルギー対策の推進に努めている。引き続き、環境に配慮した取組の進

展が期待される。

○ 危機管理については、全法人が危機管理対応部署を設けて全学的・総合的な

危機管理態勢の整備を進めており、各法人が置かれた環境に応じて、想定され

る事象ごとに異なる対応を工夫する法人も見られた。また予防的観点に沿った

危機管理として、地域との連携を図りながら防災対策を行っている法人も見ら

れた。

○ 研究費の不正使用防止に向けた取組については、すべての法人において、平

成19年度中の規程や体制の整備に向けた検討を開始しており、平成18年度中に

これらの整備を既に進めている法人も見られた。

【評定の結果】 平成18年度 （平成17年度）

（全91法人中） （全95法人中）

「特筆すべき進捗状況にある」 0法人（ 0％ （ 0法人（ 0％ ）） ）

「順調に進んでいる」 80法人（88％ （84法人（88％ ）） ）

「おおむね順調に進んでいる」 10法人（11％ （ 9法人（ 9％ ）） ）

「やや遅れている」 1法人（ 1％ （ 2法人（ 2％ ）） ）

「重大な改善事項がある」 0法人（ 0％ （ 0法人（ 0％ ）） ）


